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序     文 
 

南スラウェシ州バル県地域総合開発実施支援プロジェクトは、インドネシア共和国初の協力隊

チーム派遣プロジェクトとしてインドネシア共和国政府内務省主管の「地域総合開発計画」を支

援し、南スラウェシ州バル県内６か村の農業収入向上に貢献する目的で、平成７年１月から５年

間にわたり実施されました。 

 平成11年２月に派遣された計画打合せ調査団の提言を受け、平成11年11月には、同プロジェク

トの終了時評価調査団を現地に派遣し、協力実績の把握、及び協力効果の測定を行うとともに、

今後の協力方針についてインドネシア共和国側と協議しました。その結果、プロジェクトを当初

予定どおり平成11年12月末で終了させ、平成12年１月から平成13年12月末までの２年間、進行が

遅れている一部の活動について補完的な協力（フォローアップ）を行うことになりました。 

本調査団は、プロジェクトサイトでの現地調査や関係者への聞き取り調査等を通じて、インド

ネシア共和国政府関係者と共同で、本プロジェクトフォローアップ期間における活動の達成状況

把握を行うとともに、プロジェクト終了後の対応方針策定や本プロジェクトでとられたアプロー

チや活動内容から類似案件の参考となる教訓を導き出すことを目的として派遣されました。そし

て、帰国後の国内作業を経て、調査結果を本報告書に取りまとめました。 

本報告書がインドネシア共和国側へのプロジェクトの円滑な受け渡しと今後のチーム派遣プロ

ジェクトに寄与することを願うとともに、調査にご協力頂いた両国の関係者の皆様に心から感謝

の意を表します。 

 

平成14年４月 

 

国際協力事業団 
青年海外協力隊事務局 
事務局長 金子 洋三 



















略 語 表 
 

BANGDA ：内務省地域開発総局 

BAPPEDA ：地域開発企画局 

BAPPENAS ：国家開発企画局 

Ｃ／Ｐ ：カウンターパート 

PDM ：プロジェクト・デザイン・マトリックス 

PPWT ：地域総合開発計画 



評価調査結果要約表 
 
Ⅰ．案件の概要 

国名：インドネシア共和国 
案件名：南スラウェシ州バル県地域総合開発実施支援
プロジェクト終了時評価調査（フォローアップ期間） 

分野：村落開発 援助形態：協力隊チーム派遣 

所轄部署：青年海外協力隊事務局海外第二課 協力金額（評価時点）：総額１億3,534万1,945ルピア 

(Ｒ／Ｄ)：1995.1.1-1999.12.31 先方関係機関：内務省地域開発総局（BANGDA） 

(延 長 )：2000.1.1-2001.12.31 日本側協力機関：JICA 

(Ｆ／Ｕ)： 他の関連協力： 
協力期間 

(Ｅ／Ｎ)（無償）  

１ 協力の背景と概要 
インドネシア共和国（以下、「インドネシア」と記す）の第５次及び第６次開発計画では、成長、

公平性、安定の均衡が重要視され、なかでも地域間格差の是正のため、東部インドネシアの開発
や貧困の軽減が課題とされていた。そのような背景の下、内務省の主導により、人材育成や生活
水準の向上、環境と開発の両立などを基本方針とした地域総合開発プログラムが展開されたが、
地方部においては事業の効果的な実施や地域固有の問題に対処できる人材・経験が不足していた
ため、インドネシア政府より協力が要請され、案件発掘調査を経て本プロジェクトが実施される
に至った。 
本プロジェクトは、インドネシア初の協力隊チーム派遣プロジェクトとして、インドネシア政

府内務省主管の「地域総合開発計画」を支援し、南スラウェシ州バル県内６か村の農業収入向上
に貢献する目的で、1995年１月から1999年12月までの５年間にわたり実施された。2000年１月か
らは、進行が遅れている一部の活動について補完的な協力（フォローアップ）が実施され、これ
が2001年12月末をもって終了した。 

 
２ 協力内容 
(1) 上位目標 

農民の生活レベルが向上する。 
(2) プロジェクト目標 

村・農民の経済活動が活性化される。 
(3) 成 果 

・産まれた牛・山羊を分配して家畜飼育の活動が促進される。 
・隊員がこれまでに導入した野菜・食用作物の苗の普及活動が継続される。 
・隊員チームが建設した育苗所の活用、特に野菜栽培普及のための活用が促進される。 
・村の集落が行う自助活動（施設の維持・管理、住民組織の強化等）が継続され、更に拡充
される。 

(4) 投入（評価時点） 
日本側： 
シニア隊員派遣     ２名  機材供与     トラクター用のエンジン１機 
一般隊員派遣      ４名  現地業務費負担  １億3,534万1,945ルピア 
研修員受入       １名 

相手国側： 
カウンターパート配置  ３名 
ローカルコスト負担（育苗小屋建設費を含む） 9,375万ルピア 

Ⅱ．評価調査団の概要 

調査者 

（担当分野：氏 名  職 位） 
総括       ：辻岡 政男   国際協力事業団青年海外協力隊事務局調査役 
派遣計画・業務調整：柿田 美恵子  国際協力事業団青年海外協力隊事務局海外第

二課 
評価分析     ：柿沼 潤    株式会社アースアンドヒューマンコーポレー

ション研究員 

調査期間 2002年４月１日～2002年４月10日 評価種類：終了時評価 



 
Ⅲ. 評価結果の概要 

１ 評価結果の要約 
(1) 妥当性 

プロジェクト目標は、インドネシアの国家開発計画や地方分権化政策と合致している。また、
本プロジェクトの目的はバル県の地域総合開発計画を支援することであり、インドネシアのニ
ーズとの整合性があるといえる。また、我が国の援助政策とも合致しており、一部の作物や山
羊に関してはニーズに合わないものもあったが、妥当性は高い。 

(2) 有効性 
フォローアップ協力期間中の成果は、全体的に効果をあげプロジェクト目標達成に有効であ

った。フォローアップ期間の支援により、プロジェクト目標は以前の５年間を補完する意味で
十分農民に期待された効果が現われている。臨時雇用のカウンターパートが働き続けるという
条件が維持されたことがプロジェクト目標達成に至る大きな役割を果たしたが、いまだ彼らの
身分は不安定なままであった。 

(3) 効率性 
シニア隊員（チームリーダー）の後任派遣が遅れたこと、隊員の早期帰国、インドネシア側

の予算執行が遅れがちであったこと、育苗所建設地のミスロケーション、治安の悪化等がプロ
ジェクトの効率性を低くした。機材供与に関し、新たな投入は最低限にし以前投入された機材
を用いて業務を遂行したことは、フォローアップ協力という位置づけから妥当であった。 

(4) インパクト 
プロジェクトのシンボル的施設である育苗所を建設したことで大きなインパクトがあった。育

苗所を地域の多目的農業開発のセンターにするという計画は上位目標に大きな影響を与えてお
り、今後、地元篤農家との技術交流等の連携を発展させることでプロジェクトの成果は更に波及
すると考えられる。政府の地方分権化政策や本プロジェクトに高い関心と理解を示している現職
の県知事が上位目標達成に向けての貢献要因となっている。また、農民やカウンターパート等か
ら、隊員に影響され、規律や時間管理の仕方等が身に付いたというインパクトが報告された。 

(5) 自立発展性 
インタビューやアンケートの結果、ほとんどの農民は、自分たちで活動を維持することがで

きると回答した。制度・財政面では、地方分権化政策により県政府の権限が強化され、地方分
権化が自立発展性を促進したといえる。プロジェクトの自立発展のためには、臨時雇用のカウ
ンターパート３名が正式な県職員として採用されることが必要である。 

 
２ 効果発現に貢献した要因 
(1) 計画内容に関すること 

特になし。 
(2) 実施プロセスに関すること 
 地方分権化政策や本プロジェクトに理解を示す現職県知事の協力、カウンターパートが活動
を継続していること。 

 
３ 問題点及び問題を惹起した要因 
(1) 計画内容に関すること 

特になし。 
(2) 実施プロセスに関すること 

農民と育苗所の交流が少ないこと。 
 
４ 結 論 

バリ牛・山羊の飼育普及や野菜・食用作物栽培方法の普及、育苗所の運営、灌漑施設・生活給
水施設の維持・管理により、インフラストラクチャーや情報を村・農民に提供した。また、生産
活動やインフラストラクチャーを維持するために、農民は自主的に委員会等を組織して運営管理
を行っており、これらによって、村・農民の経済活動は活性化し、全体としてプロジェクト目標
はほぼ達成された。 
今回の合同評価で、ほとんどのプロジェクトの成果は、先方関係機関の協力や農民自身により

継続又は普及され、県側も協力的でありプロジェクトの自立発展性は高い水準にあることを確認
した。しかしながら、カウンターパートの雇用、育苗所の車両・運営等の課題が残されており、
今後定期的にモニタリングを行う必要がある。 



 
５ 提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 
・プロジェクトの自立発展のためには、臨時雇用のカウンターパート３名を正式に県職員として
採用するなどにより身分を保証し、経験を有する人材として最大限に活用することが必要であ
る。 

・育苗所に配置された車両やプロジェクト事務所のパソコン等の機材は、今後も供与した目的の
とおり、育苗所の運営や農業開発のために利用される必要がある。 

・プロジェクトの成果を波及させていくためには、育苗所と周辺の農民が頻繁な情報交換や技術
交流を行うことが必要である。 

・これらカウンターパートの雇用や育苗所の車両・運営等の課題を定期的にモニタリングするこ
とが必要である。 

 
６ 教訓（当該プロジェクトから導き出された他の類似プロジェクトの発掘・形成、実施、運営管
理に参考となる事柄） 
・チーム派遣の効果をあげるためには、プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）を活用
し、チーム内及び相手国側とプロジェクト目標、活動計画等を共に十分認識して活動を行う必
要がある。 

・チーム派遣の場合、最低でもチームリーダーの交代はプロジェクトの重要な時期には行わない
など、活動期間の変更を臨機応変に認めることが必要である。 

・プロジェクトを継続して効果的に実施するためには、引き継ぎ期間も勘案し、シニア隊員の後
任要請は、適時にかつ余裕をもって行う必要がある。また、シニア隊員（チームリーダー）の
派遣前研修に調整業務（会計等）を含むことができれば、現地での業務もより効率的に行うこ
とができる。 

・住民のニーズに合った活動は、住民のモチベーションが高く自立発展性が高い。 
・モニタリング及び評価を行うためにプロジェクト全体の成果をまとめたデータベース等を作成
しておくと、一連のプロセスの把握がしやすく、より効果的になる。 

・協力隊募集は、チーム派遣と個別派遣を区分し、応募者に最初から内容の違い（メリット、デ
メリット）を説明する必要がある。また、チーム派遣プロジェクトの隊員に対しては、派遣前
訓練の際にPCM研修を取り入れることが活動上有効である。 



団長総括 
 

辻岡 政男 
 
 本プロジェクトは、南スラウェシ州バル県内の６村を対象地域として、地域の中心産業である

農業収入の向上を支援する目的で協力隊チーム派遣として、当初、５年間の計画で1995年１月か

ら開始した。その協力成果を図るため、1999年11月にプロジェクト終了時評価調査（西村団長）

を実施し、その提言を踏まえて、インドネシアからの要請を受け、2000年１月から２年間の計画

でフォローアップ協力を実施した。今回の調査団はこのフォローアップ協力期間における成果等

を評価する目的で派遣された。 

 インドネシア政府は2000年11月に策定した国家開発計画（PROPENAS）におけるキーアジェン

ダのひとつとして、「地方分権と貧困削減」を掲げ、本プロジェクトの対象地域であるバル県を含

む、南スラウェシ州を開発重点地域として取り上げている。こうした背景を受けて、協力隊チー

ム派遣プロジェクトのフォローアップ協力は、インドネシア政府が地域開発の計画及び実施のオ

ーナーシップを地方行政機関に委ねていこうとする新しい政治の方向性のなかで実施された。

JICAは地方分権化への協力として本プロジェクトを実施してきたが、更に2002年４月より３年間

の予定で、南スラウェシ州及び北スマトラ州をモデルサイトとする地方行政人材育成プロジェク

トを開始する。 

 今回の評価調査団が最も重点を置いた課題は、協力隊が７年間にわたる協力を実施してきた「南

スラウェシ州バル県地域総合開発実施支援プロジェクト」の協力が終了したあと、自立的に発展

していくための「インドネシア側の運営体制の確認を行うこと」であった。特に注目すべき点と

して２つの課題があった。１つめは、当初プロジェクト終了期間の最終段階になって建設された

育苗所の運営状況を確認すること、２つめは、プロジェクトを運営する人材として、協力隊員の

カウンターパート（Ｃ／Ｐ）３名の活用の可能性、例えば正式職員としての採用等による継続雇用

についての方針を確認することであった。 

 今回の調査において、プロジェクトサイトであるバル県では、前半２日間の現地調査を行い、

プロジェクトの実施期間中に手掛けた諸施設の訪問、維持管理状況の確認を行った。バスリ南ス

ラウェシ州農業部部長、シャハルディン食糧安全補償室室長、アンディ・ブスタン・バル郡郡長

をはじめ、バル県の農業、土木建設担当の責任者が、現地調査に参加し、日本側、インドネシア

側合わせて20名以上のメンバーで現場を歩き回り調査し、それぞれの施設では、村の運営管理責

任者の人たちとインタビューを行った。訪れたすべてのサイトで例外なく、村人たちが胸を張っ

て次のように応えた。「協力隊員の皆さんには、現地適応型の技術を分かりやすく教えてもらった。

一緒に現場で働いて、見本を示してくれた。これからは、自分たちだけで運営していく自信があ

る。」 



 後半１日間、バル県庁において、本プロジェクトの事実上の総責任者にあたるムハマッド・ル

ン知事を交えて、評価会議を行った。会議においては、出席者は日本・インドネシア側合わせて

25名が参加し、ルン知事と小職が共同で議長を行う形で進めた。議論は大変活発で、現地調査を

踏まえて日本側調査団がコメントを行い、協力隊チーム派遣の芳島リーダー、加藤一般短期隊員

は経験を交えて提言等を行った。インドネシア側は、ルン知事をはじめ、アンディ・オダン・バ

ル県地域開発企画局（BAPPEDA）局長、アダンパチョ・トンポ村村長をはじめ、協力隊員のＣ／Ｐ

までほとんど全員が発表及びコメントを行った。これらをミニッツに取りまとめた。 

 バル県における評価調査の結果として、フォローアップ協力の最大の課題であるプロジェクト

の自立発展性は、特に関係者の意欲の点において大変改善され、高い水準にあることを確認した。

その理由は、就任２年目にあたるルン知事の本プロジェクトへの高い関心と理解、そして強いリ

ーダーシップによるところが大きい。プロジェクト対象地域の村民は、生活給水施設管理委員会、

ダム管理委員会、バリ牛普及事業、山羊銀行等を自主的、積極的に運営しており、施設の管理及

び運営状態は大変良好であった。 

 具体的な課題に関しては、その１つめの育苗所の運営体制については、ルン知事が「バル県は

本施設を南スラウェシ州の農業開発の拠点とする構想である」と評価会議において説明した。ひ

とつの実績と認められるが、同知事は2001年７月に育苗所に新所長を任命した。知事のリーダー

シップの下に、本施設を活発に活用する方向を確認できたと思う。本育苗所の運営については、

今後、地元篤農家との技術交流等の連携を発展させること、農家と連絡を図るための専用車両を

確保することなどの懸案もあるが、これらの点は、評価会議において話し合いのうえ、ミニッツ

において、その改善を提言として確認した。 

 具体的な課題の２つめの点だが、現地調査を通じて、協力隊員の元Ｃ／Ｐ３名がプロジェクトの

成果に大きな貢献をしたことを確認した。これを踏まえて、ミニッツ中で、今後のプロジェクト

の自立的発展のためには、彼らＣ／Ｐが正式な県職員として採用され、長期的にこのプロジェクト

にかかわっていく必要があることが提言された。これらの課題を克服して、この育苗所が協力隊

チーム派遣による日本・インドネシア協力のシンボルとして発展することを大いに期待する。 

 ジャカルタにては、本プロジェクトを主管する内務省地域開発総局（BANGDA）にて、バル県

での会議の日本・インドネシア評価委員の主要メンバーに加えて、スマルソノBANGDA局長、マ

ペジュピュ南スラウェシ州BAPPEDA経済局局長が参加し、双方でバル県での評価会議を踏まえて

作成したミニッツを確認後、署名した。 

 ミニッツ署名終了後、ルン・バル県知事より、本ブロジェクトを自立発展させていくという趣

旨の意志表明が改めてなされた。また、同知事より、今後のバル県の開発計画との関連のなかに

おいて、下記(1)～(3)について、ダダン内務省村落開発機能局次長より(4)の要望が出された。 

 



(1) プロジェクト終了後も、自立発展状況の確認等を目的とするJICA調査団の定期的な派遣を

してほしい。 

 

(2) バル県の海老の養殖における海老の病気が問題になっており、その対策について専門家等

の指導を希望する。 

 

(3) バル県では森林資源が大変貴重だが、近年、総森林面積７万haのうち、１万2,000haが破壊

されている。エボニー、黒檀の樹種を保護したい。また、植物園（Botanical Garden）を建設

することを計画している。これらの分野の技術指導を希望する。 

 

(4) 本プロジェクトはモデルプロジェクトであり、成果を他のケースの参考にしたいので、実

施プロセス、協力手法等について、マニュアルを作って残してほしい。 

 

 これら新規要望については、今後インドネシア側から更に詳しい説明と協力要請がJICAインド

ネシア事務所を通じてなされると思われるが、(1)及び(4)については、本プロジェクトの関連も

あり、今後、日本側として特に積極的なフォローがなされることを期待する。 

(1) については、本プロジェクトの継続的発展のためと同時に、７年間にわたって本プロジェ

クトを通じて築き上げたインドネシアの人々とこの地で活動した日本人・協力隊員とのすばらし

い人間関係を維持していくためにも、大変有意義である。具体的には、時期を見計らって、事後

評価調査団他の各種JICA協力スキームを活用して、協力隊員OBや専門家を派遣してはいかがだろ

うか。(4)については、小職からインドネシア側に、「まず隗より始めよ」のことわざのとおり、

作業の段取りとして、「経験豊富な協力隊員の元Ｃ／Ｐを活用して、マニュアルの構成を練り、章

立て等の骨子を作ったあと、JICAインドネシア事務所に協力を依頼しては」と提言しておいた。 

 まとめとして、今回、プロジェクトサイトでインタビューを行ったインドネシア側関係者、特

に村民、農民らの草の根の人々が、異口同音に本プロジェクトに携わった協力隊員の活動内容、

及び彼らの地域住民へ溶け込む姿勢に強い人間的な印象を受け、その協力姿勢を高く評価してい

た。彼ら村落の住民が、既に帰国した協力隊員の氏名をあげて、調査団に謝意を伝達する場面が

しばしばあった。これらを通じて、本プロジェクトに参加した協力隊員の誠実な仕事ぶりの成果

と協力隊活動の真骨頂を見た印象を受けた。 
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第１章 評価調査実施概要 
 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

 南スラウェシ州バル県地域総合開発実施支援プロジェクトは、インドネシア共和国（以下、「イ

ンドネシア」と記す）における初の協力隊チーム派遣プロジェクトとして、インドネシア政府内

務省主管の「地域総合開発計画」を支援し、南スラウェシ州バル県内６か村（＊）の農業収入向

上に貢献する目的で1995年１月から1999年12月までの５年間にわたり実施された。 

（＊南スラウェシ州バル県内６か村：トンポ村、ガルン村、パラッカ村、アナバヌア村、ハラパ

ン村、リブレン村） 

2000年１月からは、進行が遅れている一部の活動について補完的な協力（フォローアップ）を

行い、これが2001年12月末をもって終了した。 

本調査団は、フォローアップ期間における活動内容の達成状況の把握、プロジェクト終了後の

対応方針策定、及び本プロジェクトでとられたアプローチや活動内容から類似案件の参考となる

教訓を導き出すことを目的として派遣された。 

 

１－２ 調査団の構成 

氏  名 担  当 所     属 

辻岡 政男 総括 国際協力事業団青年海外協力隊事務局調査役 

柿田 美恵子 派遣計画・業務調整 国際協力事業団青年海外協力隊事務局海外第二課 

柿沼 潤 評価分析 
株式会社アースアンドヒューマンコーポレーション 

研究員 
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１－３ 調査日程 
 

月日（曜） 時間 日      程 宿泊地 

４月１日（月） 午後 出国（成田→ジャカルタ） ジャカルタ 

４月２日（火） 午前 

 

午後 

JICAインドネシア事務所表敬訪問 

JICAインドネシア事務所での打合せ 

移動（ジャカルタ→マカッサル） 

マカッサル 

４月３日（水） 午前 

 

午後 

移動（マカッサル→バル） 

バル県知事表敬訪問 

調査 

トンポ村ペレマリンポ集落（生活用水事業） 

トンポ村バラン集落（育苗所） 

ガルン村ガルン集落（生活用水事業） 

バル 

４月４日（木） 終日 調査 

パラッカ村チャミン集落（山羊飼育普及事業） 

ガルン村ガルン集落（野菜栽培・アクサン氏） 

パラッカ村カレンゲ集落（灌漑施設改修事業） 

アナバヌア村バンガバンガエ集落（バリ牛普及事業） 

アナバヌア村ゲレンゲ集落（生活用水事業） 

バル 

４月５日（金） 終日 評価ミーティング（BAPPEDA会議室） バル 

４月６日（土） 午前 

午後 

ハラパン村トンポレモレモ集落（市場）視察 

移動（バル→マカッサル） 

移動（マカッサル→ジャカルタ） 

ジャカルタ 

４月７日（日） 終日 ミニッツ（案）検討・修正 ジャカルタ 

４月８日（月） 午前 ミニッツ協議・締結（BANGDA会議室） ジャカルタ 

４月９日（火） 午前 

 

午後 

JICAインドネシア事務所への報告 

在インドネシア日本大使館表敬訪問 

帰国（ジャカルタ→ 

機中泊 

４月10日（水） 午前 →成田）  

 

１－４ 主要面談者 

(1) インドネシア側 

Drs. Sumarsono, MDM Director for Synchronized of Regional Development, Ministry of 

Home Affairs and Regional Autonomy 

Mr. H.A. Muhammad Run Head, Government of Barru District, South Sulawesi Province 

Mr. H.A. Mappejeppu Head of Economic Division, BAPPEDA at Provincial Level, South 

Sulawesi Province 
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Mr. H.Andi Bau Oddang Head of BAPPEDA at District Level, Barru District, South Sulawesi 

Province 

Mr. Abustan Head of Sub-District, Government of Barru District, South Sulawesi 

Province 

Mr. Gunawan Counterpart assigned the Project 

Mr. Syafruddin Counterpart assigned the Project 

Mr. Hasanuddin Counterpart assigned the Project 

 

(2) 日本側 

釜石 英雄 在インドネシア日本大使館一等書記官 

神長 健夫 在インドネシア日本大使館書記官 

神田 道男 JICAインドネシア事務所所長 

大竹 祐二 JICAインドネシア事務所次長 

星   賢 JICAインドネシア事務所ボランティア調整員 

武田 長久 JICA派遣専門家（内務省地域開発政策支援） 

岡本 正明 JICA派遣専門家（スラウェシ地域開発政策支援） 

芳島 昭一 シニア隊員（チームリーダー） 

加藤 和美 一般短期隊員（プログラムオフィサー） 

 

１－５ 調査内容及び方法 

１－５－１ 調査内容 

フォローアップ・ミニッツに記載されているプロジェクト目標を踏まえてプロジェクト・デ

ザイン・マトリックス（PDM）を作成し、評価５項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、

自立発展性）の観点から技術協力的側面の調査を行った。 

また、帰国隊員へのアンケート・聞き取り調査により、チーム派遣における人的交流促進・

国際協力人材育成の側面から調査を行った。 

本調査は、インドネシア側関係者と合同で行う合同評価調査の形式をとり、インドネシア側

と合同でフォローアップ協力の実施状況や調査結果、今後の対応方針について協議し合意に至

った（付属資料３参照）。 

調査結果から導き出された教訓及び提言は、今後の協力のあり方やチーム派遣の実施方法改

善に資することが期待される。 
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１－５－２ 調査方法 

(1) 事前国内準備 

 1) 関係資料の収集・整理と内容把握 

 2) PDMの作成 

 3) 評価５項目に基づく評価グリッドの作成 

 4) 帰国隊員への聞き取り調査 

 

(2) 現地調査 

 1) 現場視察 

 2) シニア隊員への聞き取り調査 

 3) カウンターパート（Ｃ／Ｐ）への聞き取り調査 

 4) 農民への聞き取り調査 

 5) プロジェクト関係者との協議 

 6) 評価結果及び今後の対応策の大枠についての合意形成 

 

(3) 帰国後国内作業 

・評価結果の取りまとめ 
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１－６ 評価項目 

１－６－１ 技術協力的側面の評価項目 
 

評価項目 具体的調査留意点 

1-1 インドネシアのニ
ーズとの整合性 

・インドネシア政府、南スラウェシ州、及びバル県の開発政策と
の整合性はあるか。 

・プロジェクト目標はターゲットグループ（農民）のニーズに合
致しているか。 

・ターゲットグループの選定は適正であるか。 

１ 妥当性 

1-2 日本の援助事業と
しての妥当性 

・日本の援助政策・国別援助実施計画との整合性はあるか。 
・公平性の観点から妥当であるか。 
・日本に農業（畜産・野菜栽培等）等や村落開発の技術のノウハ
ウが蓄積されているか。 

2-1 プロジェクト目標 ・プロジェクトの支援を受けた農民に、プロジェクト目標の達成
度合いは期待された効果であったか。 

2-2 成果 ・プロジェクト目標への効果は、フォローアップ期間の成果（バ
リ牛普及事業・山羊銀行の普及、野菜・食用作物の普及、育苗
所の運営強化、住民活動の継続・拡充）によって引き出された
効果であるか。 

2-3 外部条件の影響 ・プロジェクト目標に至るまでの外部条件の影響はあるか。 

２ 有効性 

2-4 貢献・阻害要因 ・プロジェクトの有効性に影響を与えた貢献・阻害要因は何か。 

3-1 投入のタイミング ・日本及びインドネシア側の投入時期は計画どおりであったか。 
・投入時期は適切であったか。 

3-2 投入の質・量と成
果の関係 

・日本及びインドネシア側の投入量･質は計画どおりであったか。 
・投入の規模や質は適切か。 
・日本側投入が協力隊派遣であったことは適切であったか。 

3-3 外部条件の影響 ・活動から成果に至るまでの外部条件の影響はあるか。 

３ 効率性 

3-4 貢献・阻害要因 ・プロジェクトの効率性に影響を与えた貢献・阻害要因は何か。 

4-1 上位目標レベル ・農民の生活向上はプロジェクト目標達成によるものか。 
・予期しなかったプラス及びマイナスの影響は何か、またその要
因。 

4-2 プロジェクト目標
レベル 

・プロジェクトの支援を受けた農民に何か変化が起きたか。 
・プロジェクトにかかわった組織に何か変化が起きたか。 

4-3 外部条件の影響 ・上位目標に至るまでの外部条件の影響はあるか。 

４ インパクト 

4-4 貢献・阻害要因 ・上位目標の達成に影響を与えた貢献・阻害要因は何か。 

5-1 効果の持続性 ・プロジェクト目標、上位目標等のプロジェクトがめざしていた
効果は、更に上のスーパーゴールに向かい援助終了後も持続す
るか。 

5-2 制度的側面 ・地域開発に対する政策に変化はないか。 
・インドネシア側だけで事業を運営管理する体制は整っているか｡ 
・技術移転されたスタッフは援助終了後も定着して、地域開発に
携わるか。 

5-3 財政的側面 ・インドネシア側だけの予算で事業を継続できるか。 

5-4 技術的側面 ・導入技術は住民ニーズに合致し、発展する見込みがあるか。 

５ 自立発展性 

5-5 貢献・阻害要因 ・自立発展性に影響を与えた貢献・阻害要因は何か。 
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１－６－２ 協力隊チーム派遣における人的交流促進・国際協力人材育成等の側面の評価項目 

(1) 人的交流促進について 

 協力隊事業において期待される成果のひとつである隊員活動を通じた隊員と現地の

人々との交流・親善について、隊員報告書、帰国隊員と派遣中隊員へのインタビュー及び

アンケートにより把握し、評価分析した。 

 

(2) チーム派遣における国際協力人材育成について 

 一般的に隊員は個別に派遣され、活動に関する計画・方針を個々の隊員が計画を立て、

実施している。これに対し、複数の隊員でプロジェクト方式の協力を行うチーム派遣のメ

リット・デメリットを、国際協力における人材育成の観点から隊員個人への影響について、

帰国隊員と派遣中隊員へのインタビュー及びアンケートによって把握し、評価分析した。 

 

(3) プロジェクトを協力隊チーム派遣で実施した妥当性について 

 プロジェクトの実施を協力隊チーム派遣で行った意義について、また協力隊チーム派遣

に関するメリット・デメリット、チーム派遣事業の改善点に関して、帰国隊員と派遣中隊

員及びＣ／Ｐへのインタビュー及びアンケートによって把握し、評価分析した。 
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第２章 プロジェクトの技術協力的側面の評価 
 

２－１ プロジェクトの計画達成度 

 今回のフォローアップ期間終了時評価調査のために作成したPDMの指標に従い、投入、活動、

成果、プロジェクト目標について計画の達成状況を調べ、以下の結果を得た。 

 

２－１－１ 投入実績 

(1) 日本側の投入 

 1) 協力隊員の派遣 

 チームリーダー（２名）、食用作物（１名）、野菜（１名）、村落開発（２名）の各分野

の隊員が（フォローアップ以前から活動し、フォローアップ期間に派遣期間が終了した

隊員と、この期間に派遣された隊員を合わせて）６名派遣された。このうちチームリー

ダーはシニア隊員である。後半のチームリーダーは、適任者のリクルートが遅れ、日本

国内で前任者と業務引き継ぎを行った。また、村落開発隊員１名は任期より４か月ほど

早く帰国した。全体としてみれば、ほぼ計画どおりの派遣がなされた。 

 2) 機材の供与 

 育苗所に配置された２台のトラクターエンジンが盗まれたことにより、トラクターエ

ンジン１機が供与された。フォローアップ期間ということもあり、新たな投入は最低限

にし、以前に投入された機材を用いて業務を遂行した（福井県の協力隊を育てる会から

オクラ販売支援のため、車両が供与された）。 

 3) 研修員の受入れ 

 フォローアップ期間中に、畜産分野で１名のＣ／Ｐを受け入れた。 

 4) ローカルコストの負担 

 国内研修、生活用水、家畜飼育、食用作物、野菜栽培、育苗所運営などの事業補助と

して、2000年１月１日～2001年12月31日までに１億3,534万1,945ルピア（2002年４月

JICA基準・統制レートで１US＄＝9,300ルピア）が支出された。 

 

(2) インドネシア側の投入 

 1) 土地、建物、施設の提供 

 2001年12月に県政府の予算により育苗所の施設内に、屋根付の育苗小屋を新たに建設

した。 

 2) Ｃ／Ｐその他の人員配置 

 フォローアップ期間以前同様、内務省地域開発企画局（BAPPEDA）の臨時雇用であり
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ながら、隊員と共に活動するフルタイムＣ／Ｐが３名（畜産担当１名、野菜及び食用作物

担当２名）配置されている。また、2001年から県政府は育苗所長を１名任命した。 

 3) 予算措置 

 プロジェクトのランニングコストとして、フォローアップ期間に9,375万ルピアが配分

された。この金額には、育苗小屋の建設費（3,500万ルピア）も含まれている。 

 

２－１－２ 活動実施状況 

成果項目達成のために実施された活動内容は、表２－１「活動実施状況整理表」の活動の実

績欄に示すとおりである。 

表２－１ 活動実施状況整理表 
 

活動が成果につながった度合 
活動項目 活動の実績 

成果への貢献 
成果へ結びつかなか
った面と理由 

フォローアップ
の必要性 

１.バリ牛普及事業・
山羊銀行の運営を
行う 

・Ｃ／Ｐが中心にモニタリ
ングを継続して行った。 

・パソコンに運営状況を
入力した。 

・牛87頭、山羊19頭がリ
ボルビングされた。 

・バリ牛普及事業
のニーズが高
く、農民が積極
的に参加を希望
した。 

・山羊の死亡率が高
く運営が思わしく
なかった。 

Ｃ／Ｐの身分保
障問題をモニタ
リングする必要
がある。 

２.牛・山羊の適切な
飼育管理を支援す
る 

・Ｃ／Ｐが日本での研修を
基盤に「栄養指導」等
を継続して行った。 

・Ｃ／Ｐが日本で学
んだ技術が活用
された。 

・山羊に関する農民
の意識が低かっ
た。 

 

３.新たに導入した作
物（アカワケギ、
チリ、メロン、オ
クラ等）の栽培及
び普及を促進する 

・アカワケギの栽培普及
事業を実施した。 

・オクラグループによる
市場開拓・普及活動を
行った。 

・一部の農家にア
カワケギの栽培
技術が定着し
た。 

・オクラ栽培は若
い女性の現金収
入源となった。 

・アカワケギの市場
価格が暴落した。 

・オクラが農民の嗜
好にあまり合わな
かった。また、市
場への交通手段が
限られていた。 

Ｃ／Ｐの身分保
障問題をモニタ
リングする必要
がある。 

４.園芸作物のマニュ
アルを作成する 

・病害虫診断カードを作
成した。 

・農薬早見表を作成した。 

・農民自身が病害
虫を判断できる
ようになった。 

・正しく農薬を使
うことができる
ようになった。 

  

５.農民に研修を行う ・農作物直販活動を支援
した（農家７件参加）。 

・「タカラール県」見学を
行った（農家８件参
加）。 

・農薬勉強会を行った。 
・栽培技術の巡回指導を
行った。 

・農家の市場、野
菜栽培に対する
技術・意識の向
上があった。 

・農家に正しい農
薬の知識が身に
付いた。 
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６.育苗所の運営につ
いて助言する 

・BAPPEDAと県の調整の
ための会議を頻繁に行
った。 

・堆肥を作成した。 
・トラクターの貸し出し
事業を行った。 

・新品種野菜苗（トウガ
ラシ、メロン、オクラ、
ランブータン等）の研
究・普及を行った。 

・2001年トウガラシ、オ
クラ、ナス苗の合計販
売本数は10,300本であ
った。 

・育苗所が正式に
県の所有物とな
り育苗所長や予
算が配備され
た。 

・育苗所のアクセス
や治安が悪く、計
画していた活動が
停滞した。 

・堆肥作成の講習を
行うなど、普及に
は至らなかった。 

・トラクターのエン
ジンが盗難され
た。 

・苗の注文に供給が
追いつかない状況
であった。 

育苗所に配備し
た車両を活用す
ること 

７.育苗所の給水施設
を設置する 

・水源修理及び貯水槽の
工事を行った。 

・水源が確保され
育苗所の運営が
円滑になった。
（ただし工事に
手間どり２年間
を要した） 

  

８.灌漑施設を修理す
る 

・灌漑施設のモニタリン
グを行った。 

・農民が独自に委
員会を設置し掃
除や簡単な改修
工事を行った。 

・県の予算がなかな
か下りず、大規模
な改修が行われな
かった。 

 

９.生活給水施設を設
置する 

・これまでに設置された
５か所の給水施設の運
営状況をモニタリング
した。 

・農民が自主的に
運営管理を行い
受益した。 

  

10.農民会議を促進す
る 

・住民会議の促進やプロ
ポーザルの作成指導を
行った。 

・カシューナッツの女性
支援事業を行った。 

・既存の灌漑施設
改修が開始され
た。 

・住民会議やワー
クショップが開
催された。 

・灌漑施設改修のた
めの工事が中断し
た。 

・話し合いの結果、
カシューナッツ加
工を終了し、簡易
食堂運営に変更し
たが、実現しなか
った。 
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２－１－３ 成果達成状況 

フォローアップ・ミニッツに記載されたフォローアップ協力の目標（表２－２）と活動計画

（表２－３）及び終了時評価のPDMを参考に、本調査に際しフォローアップ協力評価用のPDM

を作成した。このなかで、成果は次の４項目である。 
 

・成果１：産まれた牛・山羊を分配して家畜飼育の活動が促進される。 

・成果２：隊員がこれまでに導入した野菜・食用作物の苗の普及活動が継続される。 

・成果３：隊員チームが建設した育苗所の活用、特に野菜栽培普及のための活用が促進

される。 

・成果４：村の集落が行う自助活動（施設の維持・管理、住民組織の強化等）が継続さ

れ、更に拡充される。 

 
成果の達成状況を測る指標については、当初から各活動計画における数値目標が設定されて

いなかったことから、以下の項目について調査で入手した数値で評価を行った。 
 

・成果１：2001年末までの牛と山羊の配布数 

・成果２：2001年末までに普及研修に参加した農家の数 

・成果３：2001年末までに農民に配布された野菜・食用作物の苗の数 

・成果４：2001年末までに農民委員会が将来活動を維持するための計画を作成すること 

 

(1) 成果１ 

・バリ牛普及事業は、プロジェクト開始当初（1996年及び1997年）に農民へ配られた100

頭のメス牛が、フォローアップ期間に87頭の子牛へリボルビングされ、順調に普及して

いるといえる。農民や県の畜産局からも評判が良く、牛の配布を待つ農家が増えている。 

・他方、山羊は上手くいっている農家がわずかに見られる程度である。原因は、導入した

山羊の種類が土地の環境に適応しなかったこと、雨期の下痢が原因で当初導入された親

山羊や子山羊の死亡率が高かったことにある〔親山羊59匹中26匹死亡（44％）、子山羊73

匹中16匹死亡（22％）〕。リボルビングされた子山羊は19匹であった。Ｃ／Ｐによれば、「飼

育意識や技術の指導で良くなる傾向がある。パラッカ村では、５グループ中３グループ

は成功している。トンポ村は最近減少している」とのことであった。 

・特筆すべきことは、Ｃ／Ｐがフォローアップ期間に日本で３か月間研修を受け､帰国後の

モチベーションが非常に高くなり、担当の隊員は既に帰国していたが自主的にプロジェ

クト活動を継続し、成果をあげてきたことである。 
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(2) 成果２ 

・農作物の直販研修（７件の農家が参加）、タカラール県の見学（８件の農家が参加）や

農薬勉強会に参加した農家が篤農家として自立を始めており、栽培技術は育苗所の技術

と比較して高くなっている。 

・トウガラシ、アカワケギ、トマト、ナス、メロンの作物及び野菜は、一般農家に普及し

ている。特にアカワケギ、トウガラシの評判が良く、村の朝市でも販売されていた。 

・オクラに関しては、女性グループや篤農家が中心に市場開拓や普及活動を行っているが、

住民の嗜好や販売手段など今後の課題も残されている。しかし、オクラの栽培は、若い

女性たちの現金収入源となり役立っている。 

 

(3) 成果３ 

・給水施設が２年間を要して完成した。 

・育苗所では、堆肥作り、オクラやメロンのような新種作物の紹介、トラクター貸し出し

が行われた。 

・2001年に販売された苗の本数は１万300本（トウガラシ、オクラ、ナス）であった。 

・県政府は、育苗所の運営管理に2001年から力を入れ、所長の任命や育苗小屋建築を独自

の予算で行った。2002年度の栽培計画も文書で報告されている。 

・県知事は更に、近い将来、この育苗所を食用作物、野菜・果樹及び林業のセンターとし

て強化することを明確にしている。 

 

(4) 成果４ 

・1997年に建設されたダム及び灌漑施設は、翌年の洪水で被害を受け、2001年まで放置さ

れていたが、Ｃ／Ｐが県に報告したため、改築資材購入費用の予算が計上された。工事

は、ダム・灌漑利用委員会が自分たちで実施する。また、日ごろから施設の簡単な保全

や掃除は自主的に行われている。 

・生活給水施設は、それぞれの村で委員会を設置し会計等の役割を決め、住民により組織

的に運営管理されている。住民のニーズと大変良く合致していたことが成果につながっ

ている。 

・拡充された市場は、利用者が増え、朝市の開催時間が以前よりも３時間長くなった（ハ

ラパン村トンポレモレモ集落）。 
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表２－２ フォローアップ協力の具体的な到達目標 

(1) 産まれた牛・山羊を分配して家畜飼育の活動を促進すること 

(2) 隊員がこれまでに導入した野菜・食用作物の苗の配布活動を継続すること 

(3) 隊員チームが建設した育苗所の活用、特に野菜栽培の普及のための活用を促進す

ること 

(4) 村の集落が行う自助活動を継続し、更に拡充すること 

 

表２－３ フォローアップ協力において協力隊が行う活動 

(1) リボルビングシステムによる牛・山羊の分配を支援すること 

(2) アカワケギ、メロン、チリなど、隊員が導入した野菜栽培の向上を支援すること 

(3) 育苗所の運営について助言すること 

(4) プロジェクトにより建設された施設の維持・修復のための技術支援を行うこと 

(5) 村民の組織を強化すること 

(6) 農民がプロジェクトの経験を普及するよう働きかけること 

 

２－１－４ プロジェクト目標の達成状況 

プロジェクト目標は、前回の終了時評価の目標と同様に以下のとおりとした。 

〈プロジェクト目標〉 

「村・農民の経済活動が活性化される」 

 指標は表現を前回の終了時評価より具体的に以下のように設定した。 

・農民の経済活動に関する資材やインフラの量や質が改善される。 

・農民組織の機能が高くなる。 

 バリ牛・山羊の飼育普及や野菜・食用作物栽培方法の普及、育苗所の運営、灌漑施設・生活

給水施設の維持・管理により、インフラストラクチャーや情報を村・農民に提供した。また、

生産活動やインフラストラクチャーを維持するために農民グループは自主的に委員会を組織し

て運営管理を行っている。これらによって、村・農民の経済活動は活性化している。山羊銀行の

普及や育苗所運営に多少の課題は残されているが、全体として、目標はほぼ達成されたといえる。 

 

２－１－５ 上位目標及びスーパーゴールの達成見込み 

 前回の終了時評価の際はマスタープランに従い、上位目標は「農民の収入向上」としていた。

しかし、本調査団の派遣前対処方針会議で、前回の終了時評価調査団の提言を踏まえて、広義

でのプロジェクトから受ける農民の便益を考慮し、以下のように上位目標とスーパーゴールを
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変更し設定した。 

〈スーパーゴール〉 

「バル県農民の生活レベルが向上する」 

〈上位目標〉 

「農民の生活レベルが向上する」 

 これまでのプロジェクトの成果から、上位目標の達成見込みは高いと推察される。 

また、現在の県知事をはじめ多くの中央及び地方行政関係者が、本プロジェクトをバル県全

体や南スラウェシ州のモデルにしたいと述べていることから、今後もプロジェクトの成果をイ

ンドネシア側関係者が自主的に維持・普及していくことが期待される。 

 

２－２ 評価５項目による評価結果 

２－２－１ 妥当性 

(1) インドネシアのニーズとの整合性 

2000年11月に制定されたインドネシア国家開発計画（PROPENAS）において「生産者の

所得向上とともに、単一作物への依存や気候変化への脆弱さに起因する食糧問題への弾力

的な対応力を高めたい」としていること（第４次インドネシア国別援助報告書）や、2000

年から施行された地方分権化政策（法律第22号及び２号）、及び本プロジェクトの目的は

バル県の地域総合開発計画（PPWT）を支援することであるということから、本プロジェ

クトはインドネシアのニーズとの整合性があるといえる。しかし、Ｃ／Ｐ機関のBAPPEDA

とプロジェクトチームのコミュニケーション不足や連携がプロジェクト実施段階で課題

となった。 

プロジェクト目標は、ターゲットグループである農民のニーズにも広範囲で合致してい

る。 

また、プロジェクト対象地域は６村にしたが、当初日本が考えていた４村（トンポ村、

ガルン村、アナバヌア村、パラッカ村）は成果があがり、インドネシア側の要求で追加さ

れた２村（リブレン村、ハラパン村）は活動の実績も少なかったことから、計画段階での

調整が必要であった。 

 

(2) 日本の援助事業としての妥当性 

 我が国のインドネシアに対する援助の重点分野として、「公平性の確保」があり、具体

的には、「貧困撲滅（貧困層の生活改善）」や「東部インドネシアの開発（地域間格差是正）」

があげられている。また、JICAインドネシア事務所の開発重点地域は、南スラウェシ州で

あり、本プロジェクトの妥当性は高い。 
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　一部の作物や山羊に関してはニーズに合わないものもあったが、ほとんどの野菜や畜

産、村落開発技術は、農民へのインタビューやＣ／Ｐへのアンケート結果からレベル等

がシンプルで理解しやすく、妥当であったという回答が多かった。

２－２－２　有効性

(1) プロジェクト目標

　フォローアップ期間の支援により、プロジェクト目標は以前の５年間を補完する意味

で十分農民に期待された効果が現れている。例えば、「野菜・食用作物の生産販売が独

立して行われるようになった」、「灌漑施設の改修により稲作が二期作から三期作になっ

た」など、具体的に経済活動が活発化された事例を調査結果から得ている。

(2) 成　果

　フォローアップ協力期間中の成果は、多少の差があるものの全体的に効果をあげてき

た。これらの４つの成果（バリ牛・山羊の飼育普及、野菜・食用作物の普及、育苗所の

活用促進、村民組織の強化）はプロジェクト目標達成に有効であった。

(3) 外部条件の影響

　PDMの外部条件にある、臨時雇用のＣ／Ｐが働き続けるという条件が維持されたこ

とが、畜産、野菜・食用作物の成果を達成しプロジェクト目標に至る大きな役割を果た

した。しかし、彼らの身分は正式職員ではなくいまだ不安定なままである。

(4) 貢献・阻害要因

　影響を与えた貢献要因は、2001年から行われ始めた県政府の育苗所に対する支援があ

げられる。また、篤農家の１人は、日本の農協の招待で５年前、福井県の農業試験場で

１年間研修を受けていたことから技術レベルも高く、隊員が新しい作物を試作する際は、

その篤農家に畑を利用させてもらい栽培協力を依頼していたことや、オクラ販売支援の

ため、福井県（隊員の出身地）の協力隊を育てる会から車両が提供されたことも貢献要

因としてあげられる。

逆に阻害要因は、Ｃ／Ｐの給料遅配や雇用問題が、能力や意識の高いＣ／Ｐに生活の

不安を与えている。
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表２－４ 有効性 
 
プロジェクトの各「成果」が「プロジェクト目標」達成につながった度合い 
 バリ牛・山羊の飼育普及や野菜・食用作物栽培方法の普及、育苗所の運営、灌漑施設・生活給
水施設の維持・管理により、インフラストラクチャーや情報を村・農民に提供した。また、生産
活動やインフラストラクチャーを維持するために農民グループは自主的に委員会等を組織して
運営管理を行っている。これらによって村・農民の経済活動は活性化している。 

成果の達成度 
プロジェクト目標達成の貢
献要因 

プロジェクト目標達
成の阻害要因 

成果１：「産まれた牛・山羊を分配して家畜飼
育の活動が促進される」 

① 87頭の子牛がリボルビングされた。 
② 19匹の子山羊がリボルビングされた。 
③ Ｃ／Ｐのモチベーションが高く自主的にプ
ロジェクトを継続した。 

① バリ牛普及事業は住民
のニーズに合っていた。 

② Ｃ／Ｐが日本で研修を受
け技術と意識が改善され
た。 

① 山羊の種類が合
わなかったこと、子
山羊の下痢が多い
こと、住民の飼育意
識が低いことなど
で死亡率が高かっ
た。 

② Ｃ／Ｐの給与支払
いが遅れた。身分も
不安定である。 

成果２：「隊員がこれまで導入した野菜・食用
作物の苗の普及活動が継続される」 

① 農作物の直販研修、他県への見学に参加し
た農家が篤農家として、自立を始めている。 

② トウガラシ、アカワケギ、トマト、ナス、
メロンの作物及び野菜は一般農家に普及し、
特にアカワケギ、トウガラシの評判は良く朝
市でも販売されている。 

③ オクラ販売が女性グループにより継続さ
れ、特に女性グループの現金収入源となって
いる。 

① Ｃ／Ｐが巡回指導を継
続した。 

② 篤農家の１人は５年
前、日本の農協の招待で
１年間研修を受けたた
め、技術レベルが高い。 

③ 農民のモチベーション
が高い。 

④ 作物の品質が良い。 
⑤ 福井県の協力隊を育て
る会がオクラ販売のため
車両を供与した。 

① Ｃ／Ｐの給与支払
いが遅れた。身分も
不安定である。 

② オクラは住民の
嗜好に合いにくく、
市場開拓や普及、販
売の交通手段に苦
労している。 

成果３：「隊員チームが建設した育苗所の活用､
特に野菜栽培普及のための活用が促
進される」 

① 給水施設が完成した。 
② 2001年に10,300本の苗（トウガラシ、オク
ラ、ナス）が販売された。 

③ 県が育苗所長を任命した。 
④ 県が屋根付育苗小屋を建築した。 
⑤ 県が育苗所を多目的農業開発センターと
して活用する計画を立てた。 

① 苗が安く農民のニーズ
に合っていた。 

② 地方分権化に伴い県が
予算等の協力を行えるよ
うになった。 

① 育苗所が、県都か
らのアクセス、給
水、治安の悪い所に
建設されたため、運
営活動が停滞した。 

② 育苗所の技術レ
ベルが周辺の農家
より低い。 

成果４：「村の集落が行う自助活動が継続され
更に拡充される」 

① ダム・灌漑施設の改修が行われることとな
った。 

② 生活給水施設が住民自らの水利用委員会
設置で維持管理されている。 

③ 拡充された市場の利用者が増え、朝市の開
催時間が以前より３時間長くなった。 

① 県が灌漑施設改修資材
購入のための資金を予算
に計上した。 

② 農民のニーズとプロジ
ェクト目的が合致してい
た。 

③ 技術レベルが適性であ
った。 

① 小規模な維持管
理は自主的に行わ
れたが、大規模な改
修は県が支援を示
すまでは放置され
ていた。 

② 協力隊員が任期
より早く帰国した。 
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２－２－３ 効率性 

(1) 投入のタイミング 

 協力隊の派遣に関し、全体としてみればほぼ計画どおりの派遣がなされたが、プロジェ

クト終了近く（2001年２月）にシニア隊員（チームリーダー）が交代し、その後任派遣が

遅れ、現地で２か月間リーダー不在になったことがプロジェクトの効率性を低くした。 

 インドネシア側のプロジェクトに関連する予算執行は常に遅れがちであり、屋根付き育

苗小屋建築が、プロジェクト終了間際になった。 

 

(2) 投入の質・量と成果の関係 

機材の供与に関し、新たな投入は最低限にし、以前に投入された機材を用いて業務を遂

行したことはフォローアップ協力という位置づけから妥当であった。 

育苗所建設のミスロケーションが、県知事を含め多くの関係者から指摘された。傾斜地

にあり、初めは給水施設がなかったこと、住民や職員がアクセスしにくいこと、周辺の治

安が悪く盗難の被害があったことで、育苗所の運営は停滞していた。これらの課題を解決

するための水源確保、給水施設の設置、格子窓の設置等で隊員の多くの活動時間が費やさ

れてしまった。また、治安が悪いことが原因で、プロジェクトの車両が育苗所に配置され

ず、10km以上も離れた街中にある県の庁舎に置かれ、普及活動に利用されていない。 

村落開発隊員が任期より４か月早く帰国したため、シニア隊員がその業務を補填した。

一方、ほとんどの隊員は農民の生活に溶け込み、大変友好的であり、技術指導も親切であ

ったと評価されている。 

また、隊員のアンケートに、プロジェクト内容が協力隊チーム派遣による協力には大き

すぎるという回答もあったが、農民へのインタビューから最大の貢献要因は隊員による住

民に密着した「顔の見える援助」だったと思われ、協力隊を投入したことは適切であった

と判断できる。 

 

(3) 外部条件の影響 

 2001年９月に米国で起きたテロ事件をきっかけに、米国を支持する日本に対しても反発

が強くなった。マカッサルの日本国総領事館が襲撃に遭ったことで、南スラウェシ州の隊

員全員が自宅待機や外出自粛になり、プロジェクト活動が停滞し、上記事件はプロジェク

トの効率性にマイナスの影響を与えた。 

 

(4) 貢献・阻害要因 

 貢献要因は、県政府の予算や人員配置の投入である。 
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 阻害要因は、既に記述したとおり、チームリーダーの交代、予算執行の遅れ、隊員の早

期帰国、車両の配備、治安悪化があげられる。 

 

２－２－４ インパクト 

(1) 上位目標レベル 

 農民へのインタビューから生活給水に関しては、以前よりも健康になった（水が原因の

病気が減少した）、水くみ労働が軽減されたなどのポジティブ・インパクトがあり、灌漑

や野菜栽培農家からは収入の向上に伴う生活の改善（子供の教育費、好きなものが買える、

国レベルの不景気を感じない）があることが分かった。 

 育苗所は、前述のとおりいくつかの課題が残されているが、プロジェクトのシンボル的

施設を建設したことで、大きなインパクトがあったと県知事も評価をしていた。これまで

苗は必要に応じて個別に作られていたが、育苗所に行けば苗を入手できることを周辺の農

民は知っている状態になった。また、今後、育苗所を多目的農業開発のセンターにすると

いう計画は上位目標に大きな影響を与えている。 

 

(2) プロジェクト目標レベル 

 個々の農民やプロジェクトで一緒に活動した人 （々Ｃ／Ｐ等）にインタビューやアンケー

トを行った結果、ポジティブなインパクトでは隊員に影響され、規律（Discipline）正しく

なったという回答が多くみられた。この他、記録をとる習慣、時間管理、仕事の仕方が身

に付いたというインパクトも報告された。ネガティブ・インパクトでは依存心が強くなっ

たという回答もあった。 

 

(3) 外部条件の影響 

 外部条件で最も関連すると思われることは、政府の地方分権化政策である。これにより、

県政府の開発政策や予算執行の状況が大きく影響された。 

 

(4) 貢献・阻害要因 

 上位目標の達成に向けての貢献要因は、本プロジェクトに高い関心と理解を示している

現職の県知事の影響が大きいと思われる。また、住民組織運営（生活給水）に若い世代も

中心的役割を担っていることも貢献要因としてあげられる。 

 阻害要因は、篤農家は育苗所から苗を購入しているが、育苗所職員は一度もこの高い栽

培技術を有した農家を訪問したことがなく、情報交換や技術交流が進んでいないことであ

り、これはプロジェクトの波及効果を停滞させる原因となっている。 
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２－２－５ 自立発展性 

(1) 効果の持続性 

 農民のニーズが高かったバリ牛普及事業、野菜・食用作物栽培方法の普及活動や生活給

水施設の維持・管理については、モチベーションも高く、インタビューを行うと、ほぼす

べてのプロジェクトサイトで「JICAの支援がなくとも自分達で継続できる」という回答が

得られた。実際、２年前から既に、隊員は引き上げているが十分に組織運営されている。

バリ牛普及事業は、Ｃ／Ｐの努力により普及活動が進んでいる。また、Ｃ／Ｐは食用作物及

び野菜農家に巡回指導を継続（病害虫等）しており、篤農家も完全に独立経営をしている。 

 

(2) 制度的側面 

 2000年１月から施行された地方分権化政策により、県政府の権限が強化され、育苗所を

地域の多目的農業開発センターにするという構想が具体化しようとしている。しかし、現

在の日常的運営管理はまだ円滑ではないので、県政府の指導力が期待されている。 

 

(3) 財政的側面 

 予算執行も現在、県政府によって決定されている。地方分権化が自立発展性を促進し、

活動の成果を普及することが期待されている。 

 

(4) 技術的側面 

 今回の調査のインタビューやアンケート結果から、JICAの協力がなくとも農民やＣ／Ｐ

により技術は維持できるという回答が多かった。今後の課題は、前回の終了時評価同様、

臨時雇用Ｃ／Ｐの身分保証問題である。Ｃ／Ｐが正式な県職員になることが、プロジェクト

の普及活動に不可欠な要因とJICA関係者のみならず、相手国政府も認めているが、いまだ

に解決はしていない。知事によれば、正式には公務員試験に合格することや、県議会、NGO

等の了承が必要とのことで、現在も未解決の状況である。 

 

(5) 貢献・阻害要因 

 自立発展性に影響を与えた貢献要因は、農民のニーズとプロジェクト内容が合致したこ

と、県知事が協力的にリーダーシップを発揮していること、不安定な身分にもかかわらず

Ｃ／Ｐが活動を継続していることである。 

 阻害要因は、Ｃ／Ｐの身分保証問題があり、プロジェクト終了後解雇されれば、プロジェ

クト効果の現状維持や自立発展性に大きなマイナスとなる。その他、農民と育苗所の交流

が少ないことがあげられる。 
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第３章 協力隊チーム派遣における人的交流促進・ 
国際協力人材育成等の側面の評価 

 

 本プロジェクトのフォローアップ期間に携わった隊員（派遣中隊員を含む）の６名中４名を対

象にアンケート（付属資料６）及びインタビューを行い、回答を得た。この他、前回の終了時評

価に参加したシニア隊員（プロジェクト調整員）から現地調査前に話をうかがった。さらに、現

地調査でＣ／Ｐのアンケート（付属資料７）及びインタビューを行った結果は以下のとおりである。 

 

３－１ 人的交流促進について 

 派遣中の隊員は、対象３村で「映画祭」を行い、日本映画を紹介し、約200名の村人が鑑賞した。 

 帰国隊員に関しては、畜産隊員がＣ／Ｐの研修に付き添いで通訳等の支援を行ったことが、フォ

ローアップ期間の成果達成に大きく寄与した。また、帰国隊員のなかには、再びプロジェクトサ

イトを訪問して、インタビューを行い農民との交流を継続している場合もある。 

 プロジェクトとは直接関係ないが、日本の県立農林業学校とインドネシアの農業高校とが姉妹

校になっているので、文化交流会を開催する準備を支援しているという事例もあり、人的交流は

様々なレベルで現在も活発に行われている。 

 

３－２ 協力隊チーム派遣における国際協力人材育成について 

 フォローアップ期間に派遣された６名中１名の自営業者を除いて他５名が、現在、国際協力に

関係する仕事（専門家、一般短期隊員）に携わっている、若しくは大学院等に進学して開発関連

について学んでいる。 

個別派遣と比較して、チーム派遣活動のメリットとして、最も多かった回答は「入ってくる情

報が多い」、次に同数で「個人よりも大きな成果があげられる」、「活動費や機材が付くので、活動

がスムーズに行える」、「他の隊員や専門家と知識や経験を共有できる」があげられた。 

デメリットは、回答が分散したが、最も多かったのは「人間関係がこじれると活動にも影響が

でる」であった。 

 現在、国際協力に関係する仕事に携わっている、若しくは大学院等で開発関連について学んで

いる帰国隊員が多かったことから、本プロジェクトは国際協力人材育成に効果的であったと考え

られる。 

 チームで派遣されたことについて、４名中３名は「非常に良かった」で、１名は「良かった」

と回答している。 
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３－３ プロジェクトを協力隊チーム派遣で実施した妥当性について 

 「目標達成の手段として協力隊員の派遣は妥当だったと思いますか？」という質問に対しては、

４名中３名が「妥当」と回答し、１名は「他のスキームがよかった（プロ技）」という回答をした。 

 チームとしての隊員の派遣期間や派遣時期に妥当でない部分があったという回答が多い。これ

は、プロジェクト期間中（以前の５年間の協力期間も含め）に隊員の任期が２年間で入れ替わり、

それが活動に影響したことを示しているが、本プロジェクトを協力隊チーム派遣で実施したこと

についておおむね妥当との回答が多かった。 
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第４章 プロジェクト終了後の対応 
 

 ほとんどのプロジェクトの成果は、先方関係機関の協力や農民自身により継続又は普及されて

いることが、今回の合同評価で確認された。しかしながら、Ｃ／Ｐの雇用、育苗所の車両・運営問

題は先方へ提言をしたものの、モニタリングを今後も行う必要がある。また、モニタリング・評

価に関しては、バル県知事から「JICAインドネシア事務所から定期的にモニタリングに訪れてほ

しい」との要望があった。 

以上の課題をフォローするため、そしてＣ／Ｐから「今度はシニアエキスパートを送ってほしい」

という要望があったことから、現場型ではなく、より高い知識や技術、調整能力を有し、県や州

の関係機関との交渉・調整を行うことができる専門家等を派遣し、育苗所の技術・管理運営やプ

ロジェクトの成果の維持・普及を支援することも一案である。その場合、派遣される専門家等が、

これまでの経緯をよく把握しているプロジェクトのOB・OG隊員であれば高い効果が期待できる。

また、2002年４月から実施されている技術協力プロジェクト「地方公務員人材育成プロジェクト」

及びその派遣専門家との連携も有効だと思われる。 

 必要に応じて、バル県全体にプロジェクトを拡大する基盤ができた際は、再び隊員を数名派遣

して、別の地域で村落開発活動を展開することも考えられる。 
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第５章 提言・教訓 
 

５－１ 提 言 

(1) 臨時雇用のＣ／Ｐが不安定な身分にもかかわらず働き続けたことがプロジェクトの目標達

成に貢献した。臨時雇用の３名のＣ／Ｐを正式に県職員として採用するなどにより身分を保証

し、経験を有する人材として今後も最大限に活用することがプロジェクト効果の現状維持や

自立発展に有効である。 

 

(2) 育苗所に配置された車両やプロジェクト事務所のパソコン等の機材は、今後も供与した目

的のとおり、育苗所の運営や農業開発のために利用される必要がある。 

 

(3) プロジェクトの成果を波及させていくためには、育苗所と周辺の農民が頻繁な情報交換や

技術交流を行うことが必要である。 

 

(4) これらＣ／Ｐの雇用や育苗所の車両・運営等の課題を定期的にモニタリングすることが必要

である。 

 

５－２ 教 訓 

(1) プロジェクトの計画運営は、２年前の終了時評価の提言が生かされず、フォローアップ協

力でもチーム派遣プロジェクトとしての認識が低かった。このため、アンケート結果からも

分かるとおり、プロジェクト目標や活動計画に対する考えがチームの隊員間で異なっている

ことが分かった。活動計画は、チームリーダーや隊員の判断で、良い意味では臨機応変にニ

ーズに合わせ、悪い意味では計画が調整されないまま実施された部分が見受けられた。 

    チーム派遣の効果をあげるためには、チーム派遣の効果をあげるためには、チーム派遣の効果をあげるためには、チーム派遣の効果をあげるためには、PDMPDMPDMPDMを活用し、プロジェクト目標や活動計画等の情を活用し、プロジェクト目標や活動計画等の情を活用し、プロジェクト目標や活動計画等の情を活用し、プロジェクト目標や活動計画等の情

報をチーム内及び相手国側が共有し、その内容を十分認識して活動を行う必要がある。報をチーム内及び相手国側が共有し、その内容を十分認識して活動を行う必要がある。報をチーム内及び相手国側が共有し、その内容を十分認識して活動を行う必要がある。報をチーム内及び相手国側が共有し、その内容を十分認識して活動を行う必要がある。    

 

(2) ２年間のフォローアップ期間中に、シニア隊員（チームリーダー）の交代があったことは、

プロジェクト運営上効率的ではなかった。前半のシニア隊員は終了時評価にも参加している

ことから、その評価結果をフォローアップ協力に生かすことができたと考えられる。リーダ

ー不在が２か月間あり、現地での引き継ぎを行えなかったことで、プロジェクトの一貫性を

保つことが困難であった。 

    チーム派遣の場合､チームリーダーの交代はプロジェクトの重要な時期には行わないなど､専チーム派遣の場合､チームリーダーの交代はプロジェクトの重要な時期には行わないなど､専チーム派遣の場合､チームリーダーの交代はプロジェクトの重要な時期には行わないなど､専チーム派遣の場合､チームリーダーの交代はプロジェクトの重要な時期には行わないなど､専

門家と同じようにプロジェクトの進捗に合わせた活動期間の変更を認めることが必要である｡門家と同じようにプロジェクトの進捗に合わせた活動期間の変更を認めることが必要である｡門家と同じようにプロジェクトの進捗に合わせた活動期間の変更を認めることが必要である｡門家と同じようにプロジェクトの進捗に合わせた活動期間の変更を認めることが必要である｡  
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(3) 新しく派遣されたリーダーは、インドネシアの隊員経験者ではあったが、プロジェクトサ

イトは初めてであったために、地域的特性やプロジェクトを理解するのに時間を要した。ま

た、派遣前に経理等の調整業務の研修がなく、現地での引き継ぎの機会もなかったため、赴

任当初は大変苦労をしたと報告している。 

 プロジェクトを継続して効果的に実施するためには、引き継ぎ期間も勘案し、シニア隊員プロジェクトを継続して効果的に実施するためには、引き継ぎ期間も勘案し、シニア隊員プロジェクトを継続して効果的に実施するためには、引き継ぎ期間も勘案し、シニア隊員プロジェクトを継続して効果的に実施するためには、引き継ぎ期間も勘案し、シニア隊員

の後任要請は、適時にかつ余裕をもって行う必要がある。の後任要請は、適時にかつ余裕をもって行う必要がある。の後任要請は、適時にかつ余裕をもって行う必要がある。の後任要請は、適時にかつ余裕をもって行う必要がある。    

    また、シニア隊員の派遣前研修（本部及び事務所）に調整業務（会計等）も含むことがでまた、シニア隊員の派遣前研修（本部及び事務所）に調整業務（会計等）も含むことがでまた、シニア隊員の派遣前研修（本部及び事務所）に調整業務（会計等）も含むことがでまた、シニア隊員の派遣前研修（本部及び事務所）に調整業務（会計等）も含むことがで

ききききれば、現地での業務もより効率的に行うことができる。れば、現地での業務もより効率的に行うことができる。れば、現地での業務もより効率的に行うことができる。れば、現地での業務もより効率的に行うことができる。    

 

(4) 育苗所のように行政主導で作られた大型施設は、インパクトはあるが活用されるまでに大

変な時間と多くの予算を要する。 

 一方、住民のニーズを基に生じた活動は、住民のモチベーションが高く自立発展性が高い。住民のニーズを基に生じた活動は、住民のモチベーションが高く自立発展性が高い。住民のニーズを基に生じた活動は、住民のモチベーションが高く自立発展性が高い。住民のニーズを基に生じた活動は、住民のモチベーションが高く自立発展性が高い。  

 

(5) モニタリング及び評価を行うためにプロジェクト全体の成果をまとめたデータベース等をプロジェクト全体の成果をまとめたデータベース等をプロジェクト全体の成果をまとめたデータベース等をプロジェクト全体の成果をまとめたデータベース等を

作成しておくと、一連のプロセスの把握がしやすく、より効果的になる。作成しておくと、一連のプロセスの把握がしやすく、より効果的になる。作成しておくと、一連のプロセスの把握がしやすく、より効果的になる。作成しておくと、一連のプロセスの把握がしやすく、より効果的になる。 

 

(6) 協力隊募集は、チーム派遣と個別派遣を区分し、応募者に最初から内容の違い（メリット、協力隊募集は、チーム派遣と個別派遣を区分し、応募者に最初から内容の違い（メリット、協力隊募集は、チーム派遣と個別派遣を区分し、応募者に最初から内容の違い（メリット、協力隊募集は、チーム派遣と個別派遣を区分し、応募者に最初から内容の違い（メリット、

デデデデメリット）を説明する必要がある。メリット）を説明する必要がある。メリット）を説明する必要がある。メリット）を説明する必要がある。    

    また、チーム派遣プロジェクトの隊員に対しては、派遣前訓練の際にまた、チーム派遣プロジェクトの隊員に対しては、派遣前訓練の際にまた、チーム派遣プロジェクトの隊員に対しては、派遣前訓練の際にまた、チーム派遣プロジェクトの隊員に対しては、派遣前訓練の際にPCMPCMPCMPCM研修を取り入れ研修を取り入れ研修を取り入れ研修を取り入れ

ることが活動上有効である。ることが活動上有効である。ることが活動上有効である。ることが活動上有効である。 





付　属　資　料

１．終了時評価用のPDM及び評価グリッド

２．プロジェクトの計画達成度

３．終了時評価（フォローアップ期間分）

ミニッツ（2002年４月８日署名）

４．フォローアップ・ミニッツ（1999年12月６日署名）

５．終了時評価ミニッツ（1999年12月６日署名）

６．アンケート集計結果（JOCV）

７．アンケート集計結果（カウンターパート）
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